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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第２四半期連結
累計期間

第69期
第２四半期連結

累計期間
第68期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （百万円） 95,279 96,488 198,338

経常利益 （百万円） 495 568 1,157

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 355 393 778

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 667 463 2,081

純資産額 （百万円） 22,130 23,384 23,533

総資産額 （百万円） 54,776 56,296 57,218

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 8.67 9.76 18.97

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 35.3 36.4 36.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 2,943 3,098 1,024

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △283 △3,283 1,042

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △2,675 △840 △1,008

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 5,895 5,943 6,969

 

回次
第68期

第２四半期連結
会計期間

第69期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
　７月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.77 1.30

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税と地方消費税が含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社の企業集団における事業の内容について重要な変更や主要な関係会社に

おける異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等

を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(１)業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における国内経済は、原油安によるコスト低減等により企業収益に改善がみられ、雇

用情勢も良好に推移しておりますが、海外景気の減速等により依然として不透明な状況が続いております。

　当社グループが主力事業を展開する水産物卸売市場においては、主力商材の冷凍サケやマグロ等の荷動きが低下

し、また、気象・天候の変化により大衆魚を中心に天然水産物の供給が不安定となりましたが、集荷・販売に万全

の体制で取り組んでまいりました。

　このような状況のもと、当社グループの売上高は96,488百万円（前年同期比1.3％増）となり、売上総利益は利

益率の低下により5,070百万円（前年同期比4.6％減）となりました。営業利益は販売費及び一般経費の減少により

475百万円（前年同期比25.3％増）、経常利益は568百万円（前年同期比14.7％増）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は393百万円（前年同期比10.6％増）となりました。

　セグメント別の業績は次のとおりであります。

水産物卸売事業における売上高は、水産物の集荷・販売に万全を期したことに加え、市川流通センター事業の

改善等により、93,637百万円（前年同期比1.3％増）となりましたが、利益率の低下等により営業利益は50百万円

（前年同期比36.1％減）となりました。

冷蔵倉庫事業における売上高は入出庫、在庫が順調に推移しましたが、内部取引増により2,462百万円（前年同

期比1.2％減）となり、減価償却費等の経費削減により営業利益は213百万円（前年同期比54.4％増）となりまし

た。不動産賃貸事業における売上高は賃貸物件の稼働率が高水準を維持し224百万円（前年同期比20.1％増）、営

業利益は200百万円（前年同期比38.0％増）となり、荷役事業における売上高は164百万円（前年同期比5.3％

減）、営業利益は10百万円（前年同期比34.2％減）となりました。

 

(２)キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は5,943百万円となり、前連

結会計年度末と比べ1,026百万円の減少となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、3,098百万円（前年同期は2,943百万円の収入）となりました。支出要因として

前渡金の増加額400百万円、仕入債務の減少額262百万円などがあるものの、収入要因として税金等調整前四半期純

利益635百万円、たな卸資産の減少額3,041百万円などがあります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、3,283百万円（前年同期は283百万円の支出）となりました。主な支出要因とし

て貸付による支出653百万円、有形固定資産の取得による支出2,566百万円などがあります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は840百万円（前年同期は2,675百万円の支出）となりました。これは主に、借入金

の純減148百万円、自己株式取得による支出289百万円、配当金の支払246百万円によるものです。

 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(４)研究開発活動

　　該当事項はありません。

 

(５)財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、建設仮勘定の増加等はありましたが、商品の減少等により前期末に

比べ922百万円減の56,296百万円となりました。負債合計につきましては、長期借入金の増加等はありましたが、

短期借入金の減少等により前期末比773百万円減の32,911百万円となりました。純資産合計は、前期末に比べ149百

万円減少し、23,384百万円となりました。これは主に、自己株式の取得によるものです。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 62,400,000

計 62,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 43,153,000 43,153,000
東京証券取引所

（市場第二部）

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

で、単元株式数は1,000株で

あります。

計 43,153,000 43,153,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 43,153,000 － 2,995 － 1,337
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本水産株式会社 東京都港区西新橋１丁目３番１号 4,796 11.11

株式会社足利本店 宮城県気仙沼市本郷９―４ 2,925 6.78

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,989 4.61

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 1,988 4.61

株式会社極洋 東京都港区赤坂３丁目３―５ 1,006 2.33

伊藤 裕康 東京都千代田区 811 1.88

東洋水産株式会社 東京都港区港南２丁目１３―４０ 810 1.88

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－１ 643 1.49

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　

ＳＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵ

Ｅ　ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ

３８８　ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ　ＳＴＲＥ

ＥＴ，　ＮＹ，　ＮＹ　１００１３，Ｕ

ＳＡ

606 1.40

株式会社ニチレイフレッシュ 東京都中央区築地６丁目１９－２０ 597 1.39

計 － 16,173 37.48

　　（注） 当社は自己株式3,196千株を保有しているが、上記株主から除いております。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

3,196,000
－

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式で、単元株式数は

1,000株であります。

完全議決権株式（その他）
普通株式

39,784,000
39,784 同上

単元未満株式
普通株式

173,000
－ 同上

発行済株式総数 43,153,000 － －

総株主の議決権 － 39,784 －
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②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

中央魚類株式会社
東京都中央区築地

５－２－１
3,196,000 － 3,196,000 7.41

計 － 3,196,000 － 3,196,000 7.41

 

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人和宏事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,992 5,958

受取手形及び売掛金 12,670 12,659

前渡金 111 511

商品 9,431 6,386

原材料及び貯蔵品 15 19

預け金 206 414

短期貸付金 329 655

繰延税金資産 168 169

その他 341 262

貸倒引当金 △993 △812

流動資産合計 29,274 26,226

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,419 10,231

機械装置及び運搬具（純額） 1,103 1,042

土地 4,175 4,173

リース資産（純額） 363 375

建設仮勘定 14 2,350

その他（純額） 202 186

有形固定資産合計 16,279 18,360

無形固定資産   

のれん 554 527

借地権 2,101 2,101

その他 322 319

無形固定資産合計 2,978 2,948

投資その他の資産   

投資有価証券 7,356 7,390

長期貸付金 363 358

差入保証金 287 327

繰延税金資産 137 135

退職給付に係る資産 614 622

その他 311 319

貸倒引当金 △384 △392

投資その他の資産合計 8,686 8,760

固定資産合計 27,943 30,069

資産合計 57,218 56,296
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,260 8,998

短期借入金 11,544 9,460

1年内返済予定の長期借入金 728 728

未払法人税等 167 194

未払消費税等 － 112

賞与引当金 185 185

役員賞与引当金 27 －

その他 1,860 1,454

流動負債合計 23,773 21,133

固定負債   

長期借入金 5,708 7,643

繰延税金負債 1,110 1,076

役員退職慰労引当金 43 38

本社移転損失引当金 286 286

退職給付に係る負債 1,740 1,703

長期未払金 266 229

その他 755 798

固定負債合計 9,911 11,778

負債合計 33,684 32,911

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,995 2,995

資本剰余金 1,341 1,341

利益剰余金 14,418 14,565

自己株式 △403 △693

株主資本合計 18,352 18,209

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,450 2,425

退職給付に係る調整累計額 △151 △146

その他の包括利益累計額合計 2,299 2,279

非支配株主持分 2,882 2,896

純資産合計 23,533 23,384

負債純資産合計 57,218 56,296
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 95,279 96,488

売上原価 89,966 91,418

売上総利益 5,313 5,070

販売費及び一般管理費 ※ 4,934 ※ 4,595

営業利益 379 475

営業外収益   

受取利息 18 5

受取配当金 78 84

その他 103 82

営業外収益合計 201 172

営業外費用   

支払利息 79 71

その他 4 7

営業外費用合計 84 79

経常利益 495 568

特別利益   

受取賠償金 13 30

受取保険金 1 13

投資有価証券売却益 － 22

特別利益合計 14 66

税金等調整前四半期純利益 509 635

法人税等 170 160

四半期純利益 339 474

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△15 81

親会社株主に帰属する四半期純利益 355 393
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 339 474

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 377 △16

退職給付に係る調整額 △50 4

持分法適用会社に対する持分相当額 0 －

その他の包括利益合計 327 △11

四半期包括利益 667 463

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 677 373

非支配株主に係る四半期包括利益 △10 89

 

EDINET提出書類

中央魚類株式会社(E02566)

四半期報告書

12/19



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 509 635

減価償却費 594 568

のれん償却額 26 26

貸倒引当金の増減額（△は減少） 63 △173

役員退職慰労、賞与引当金等の増減額(△は減少) △24 △32

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △65 △44

受取利息及び受取配当金 △97 △90

支払利息 79 71

持分法による投資損益（△は益） △10 △12

投資有価証券売却損益（△は益） － △22

売上債権の増減額（△は増加） △2,748 10

前渡金の増減額（△は増加） 45 △400

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,405 3,041

仕入債務の増減額（△は減少） 1,917 △262

長期未払金の増減額（△は減少） △13 △37

その他 468 △17

小計 3,150 3,261

利息及び配当金の受取額 97 90

利息の支払額 △75 △68

法人税等の支払額 △229 △185

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,943 3,098

投資活動によるキャッシュ・フロー   

預け金の増加による支出 － △200

預け金の減少による収入 200 －

有形固定資産の取得による支出 △91 △2,566

有形固定資産の売却による収入 7 7

無形固定資産の取得による支出 △4 △160

投資有価証券の取得による支出 △1 △33

投資有価証券の売却による収入 － 28

貸付けによる支出 △574 △653

貸付金の回収による収入 177 333

その他 4 △39

投資活動によるキャッシュ・フロー △283 △3,283

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,956 △2,084

長期借入れによる収入 800 2,300

長期借入金の返済による支出 △119 △364

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △73 △76

配当金の支払額 △246 △246

非支配株主への配当金の支払額 △79 △79

自己株式の取得による支出 △0 △289

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,675 △840

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △15 △1,026

現金及び現金同等物の期首残高 5,910 6,969

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 5,895 ※ 5,943
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【注記事項】

（会計方針の変更）

(企業結合に関する会計基準等の適用)

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会

計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として

計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、

暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連

結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から

非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため,前第２四半期連結累計期間

及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（4）、連結会計基準44－５項（4）及び

事業分離等会計基準57－４項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

運搬費・保管料 1,015百万円 1,016百万円

市場使用料 221 222

完納奨励金・出荷奨励金 184 169

給与手当 1,848 1,799

賞与引当金繰入額 132 117

退職給付費用 83 72

貸倒引当金繰入額 63 △172

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

の　とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 6,025百万円 5,958百万円

預け金勘定 49 414

預入期間が3か月を超える定期預金 △130 △130

預入期間が3か月を超える預け金 △49 △300

現金及び現金同等物 5,895 5,943
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成26年６月27日

 定時株主総会
　普通株式 246 6.0 平成26年３月31日平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成27年６月26日

 定時株主総会
　普通株式 246 6.0 平成27年３月31日平成27年６月29日 利益剰余金

 

 

Ⅲ　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成27年６月18日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,064,000株の取得を行いました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間において自己株式が289百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末に

おいて自己株式が693百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位:百万円）

 報告セグメント
調整額

(注)1

四半期連結

損益計算書

計上額(注)2 
水産物

卸売事業

冷蔵倉庫

事業

不動産

賃貸事業
荷役事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 92,426 2,492 187 173 95,279 － 95,279

セグメント間の内部

の売上高又は振替高
－ 43 90 193 328 △328 －

計 92,426 2,536 278 367 95,608 △328 95,279

セグメント利益 79 137 145 16 378 0 379

（注）1.セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去の金額であります。

　　　2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位:百万円）

 報告セグメント
調整額

(注)1

四半期連結

損益計算書

計上額(注)2 
水産物

卸売事業

冷蔵倉庫

事業

不動産

賃貸事業
荷役事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 93,637 2,462 224 164 96,488 － 96,488

セグメント間の内部

の売上高又は振替高
－ 154 90 200 445 △445 －

計 93,637 2,617 315 364 96,934 △445 96,488

セグメント利益 50 213 200 10 474 0 475

（注）1.セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去の金額であります。

　　　2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8円67銭 9円76銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額　　

（百万円）
355 393

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
355 393

普通株式の期中平均株式数（千株） 41,022 40,311

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月12日

中央魚類株式会社

取締役会　御中

 

監査法人 和宏事務所

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 塩崎　省三　　印

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 入沢　頼二　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 南　　幸治　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央魚類株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央魚類株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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